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概要 

【目的】 

中小企業における運動及び健康的な食生活推進のための組織的な取組みの

実態を明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

対象は、協会けんぽ愛媛支部に加入する事業所のうち、「健康づくり推進宣

言」を行っている 655 事業所。 

事業所における運動及び健康的な食生活推進のための組織的な取組みの「実

施の有無」と実施していない項目の「今後の実施意向」について、郵送による

無記名自記式質問紙調査を実施。事業所規模別に、取組み状況等について比較

した。 

【結果】 

回収数は、257 事業所（回収率 39.2％）。事業所規模別の内訳は、従業員数

50 人未満が 68.1％、従業員数 50 人以上が 30.7％であった。なお、規模不明

の事業所は 3 社（1.2％）であった。 

事業主が運動や健康的な食生活について、事業所の目標や具体的な推進方法

を従業員に対して宣言している事業所は、運動取組みは 28.4％、食生活推進

は 17.1%であったのに対し、宣言する意向がある事業所は、運動取組みは

48.3%、食生活推進は 32.5%であった。 

運動施設の利用補助や更衣室・シャワー室設置等の環境づくりは、従業員 50

人以上の事業所では 50 人未満の事業所に比べて実施が進んでいた。 

実施率が 30〜70％及び実施の意向が 25％以上の項目は、「従業員の運動習

慣・食習慣を健診などで調査し把握する」、「運動、健康的な食生活の方法や内

容の教材を提供する」であった。 

【考察】 

運動及び健康的な食生活推進のための組織的な取組みを支援する場合は、事

業所規模を考慮する必要はあるが、実施の意向が高い取組みは、事業所規模に

関わらず手軽に実施できる取組みが多いことから、実施可能な取組みの具体的

な提案や健康教室やセミナー等の実施支援が必要であると考える。 

また、実施効果を見える化し、取組みの継続を後押しすることも重要である

と考える。 

今回の結果を踏まえ、組織的な取組みを支援する減量プログラムを個別支援

と併せて実施していきたい。 




























